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改定後 改定前 
第 1 章  証 券 総 合 取 引 約 款  

第 1 節 証券総合取引 

第1条（現行通り） 

第22条 （取引の解約事由） 

各契約は、以下の事由に該当したときに解約されます。 

① （現行通り） 

（削除） 

②～⑨ （現行通り）  

 

第25条 （約款の変更） 

この約款集は、法令の変更または監督官庁の指示、その他必要が生じたとき

に、民法第 548 条の 4 の規定に基づき改定されることがあります。改定を行

う旨および改定後の規定の内容ならびにその効力発生時期は、効力発生時期

が到来するまでに店頭表示、インターネットまたはその他相当の方法により

周知します。 

第 １ 章  証券総合取引約款 

第 1 節 証券総合取引 

第1条 （省略） 

第22条 （取引の解約事由） 

各契約は、以下の事由に該当したときに解約されます。 

① （省略） 

② お客さまが本約款の変更に同意されないとき 

③～⑩ （省略） 

 

第 25 条 （約款の変更） 

この約款集は、法令の変更、監督官庁の指示または日本証券業協会が定める諸規

則の変更等により必要が生じたときに改定されることがあります。なお、改定の

内容が、お客さまの従来の権利を制限するもしくはお客さまに新たな義務を課す

ものであるときは、その改定事項を通知します。この場合、所定の期日までに異

議の申出がないときは、その変更に同意したものとします。 

第 2 章  保 護 預 り 約 款  

第2条 （保護預り証券） 

(1) 当社は、金融商品取引法（以下「金商法」といいます。）第 2 条第 1 項各

号に掲げる証券について、この約款の定めに従ってお預りします。ただ

し、これらの証券でも市場性のないもの等は都合によりお預りしないこ

とがあります。 

(2)・（3） （現行通り） 

第3条 （現行通り） 

①（現行通り） 

②金融商品取引所または決済会社の振替決済にかかる保護預り証券につい

ては、決済会社で混合して保管します。 

③保護預り証券のうち前号に掲げる場合を除き、債券または投資信託の受益

証券については、特にお申出のない限り、他のお 

客さまの同銘柄の証券と混合して保管することがあります 

④（現行通り） 

第 4 条（混合保管等に関する同意事項） 

前条の規定により混合して保管する証券については、次の事項につきご同意

いただいたものとして取り扱います。 

①・② （現行通り）  

第 5 条（混合保管中の債券の抽選償還が行われた場合の取扱い） 

混合して保管している債券が抽選償還に当選した場合における被償還者の

選定および償還額の決定等については、当社が定める社内規定により公正かつ

厳正に行います。 

第9条 （お客さまへの連絡事項） 

(1) （現行通り）当社は、保護預り証券について、次の事項をお客さまにお知

らせします。 

① （現行通り） 

② 混合保管中の債券について第 5 条の規定に基づき決定された償還額 

③・④（現行通り） 

(2)～(4)（現行通り） 

第11条 （償還金等の代理受領） 

保護預り証券の償還金（混合保管中の債券について第 5 条の規定に基づき決定

された償還金を含みます。以下同じ。）または利金（分配金を含みます。以下同

じ。）の支払いがあるときは、当社が代わってこれを受け取り、ご請求に応じて

お支払いします。 

第 2 章  保 護 預 り 約 款  

第2条 （保護預り証券） 

(1) 当社は、金融商品取引法（以下「金商法」といいます。）第 2 条第 1 項各号

に掲げる証券について、この約款の定めに従ってお預りします。ただし、こ

れらの証券でも都合によりお預りしないことがあります。 

(2)・(3)（省略） 

 

第3条 （現行通り） 

①（現行通り） 

②金融商品取引所または決済会社の振替決済にかかる保護預り証券について

は、決済会社で混蔵して保管します。 

③保護預り証券のうち前号に掲げる場合を除き、債券または投資信託の受益証

券については、特にお申出のない限り、他のお 

客さまの同銘柄の証券と混蔵して保管することがあります 

④（現行通り） 

第 4 条（混蔵保管等に関する同意事項） 

前条の規定により混蔵して保管する証券については、次の事項につきご同意い

ただいたものとして取り扱います。 

①・② （現行通り）  

第 5 条（混蔵保管中の債券の抽せん償還が行われた場合の取扱い） 

混蔵して保管している債券が抽せん償還に当選した場合における被償還者の

選定および償還額の決定等については、当社が定める社内規定により公正かつ厳

正に行います。 

第9条 （お客さまへの連絡事項） 

(1) （現行通り）当社は、保護預り証券について、次の事項をお客さまにお知ら

せします。 

① （現行通り） 

② 混蔵保管中の債券について第 5 条の規定に基づき決定された償還額 

③・④（現行通り） 

(2)～(4)（現行通り） 

第11条 （償還金等の代理受領） 

保護預り証券の償還金（混蔵保管中の債券について第 5 条の規定に基づき決定さ

れた償還金を含みます。以下同じ。）または利金（分配金を含みます。以下同じ。）

の支払いがあるときは、当社が代わってこれを受け取り、ご請求に応じてお支払

いします。 

第 7 章 外国証券取引口座約款 

第 2 節 外国証券の国内委託取引 

第4条 （外国証券の混合寄託等） 

(1) お客さまが当社に寄託する外国証券（外国株式等および外国新株予約権

を除く。以下「寄託証券」といいます。）は、混合寄託契約により寄託す

るものとします。当社が備えるお客さまの口座に当該お客さまが有する

数量が記録または記載される外国株式等および外国新株予約権（以下「振

替証券」といいます。）については、当社は諸法令ならびに決済会社の定

める諸規則、決定事項および慣行中、外国証券の売買に関連する条項に基

づき、お客さまの有する権利の性質に基づき適切に管理するものとしま

す。 

(2) 寄託証券は、当社の名義で決済会社に混合寄託するものとし、寄託証券が

記名式の場合は、決済会社が当該寄託証券の名義を決済会社の指定する

名義に書換えます。振替証券は、次項に規定する現地保管機関における当

社に係る口座に記載または記録された当該振替証券の数量を、当該現地

保管機関における決済会社の口座に振り替え、当該数量を記載または記

録するものとします。 

(3) 前項により混合寄託される寄託証券または決済会社の口座に振り替えら

れる振替証券（以下「寄託証券等」といいます。）は、当該寄託証券等の

発行者が所在する国等または決済会社が適当と認める国等にある保管機

関（以下「現地保管機関」といいます。）において、現地保管機関が所在

する国等の諸法令および慣行ならびに現地保管機関の諸規則等に従って

保管または管理します。 

(4) （現行通り） 

第 7 章 外国証券取引口座約款 

第 2 節 外国証券の国内委託取引 

第4条 （外国証券の混蔵寄託等） 

(1) お客さまが当社に寄託する外国証券（外国株式等および外国新株予約権を

除く。以下「寄託証券」といいます。）は、混蔵寄託契約により寄託するも

のとします。当社が備えるお客さまの口座に当該お客さまが有する数量が

記録または記載される外国株式等および外国新株予約権（以下「振替証券」

といいます。）については、当社は諸法令ならびに決済会社の定める諸規

則、決定事項および慣行中、外国証券の売買に関連する条項に基づき、お

客さまの有する権利の性質に基づき適切に管理するものとします。 

 

(2) 寄託証券は、当社の名義で決済会社に混蔵寄託するものとし、寄託証券が

記名式の場合は、決済会社が当該寄託証券の名義を決済会社の指定する名

義に書換えます。振替証券は、次項に規定する現地保管機関における当社

に係る口座に記載または記録された当該振替証券の数量を、当該現地保管

機関における決済会社の口座に振り替え、当該数量を記載または記録する

ものとします。 

(3) 前項により混蔵寄託される寄託証券または決済会社の口座に振り替えら

れる振替証券（以下「寄託証券等」といいます。）は、当該寄託証券等の発

行者が所在する国等または決済会社が適当と認める国等にある保管機関

（以下「現地保管機関」といいます。）において、現地保管機関が所在する

国等の諸法令および慣行ならびに現地保管機関の諸規則等に従って保管

または管理します。 

(4) （省略） 
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第4条の2 （寄託証券に係る共有権等） 

(1) 当社に外国証券を寄託したお客さまは、当該外国証券および他のお客さ

まが当社に寄託した同一銘柄の外国証券ならびに当社が決済会社に寄託

し決済会社に混合保管されている同一銘柄の外国証券につき、共有権を

取得します。現地保管機関における当社に係る口座に外国株式等を記載

または記録されたお客さまは、当該現地保管機関における決済会社の口

座に記載または記録された数量に応じて、適用される準拠法の下で当該

お客さまに与えられることとなる権利を取得します。 

(2) （現行通り） 

第4条の2 （寄託証券に係る共有権等） 

(1) 当社に外国証券を寄託したお客さまは、当該外国証券および他のお客さまが

当社に寄託した同一銘柄の外国証券ならびに当社が決済会社に寄託し決済

会社に混蔵保管されている同一銘柄の外国証券につき、共有権を取得しま

す。現地保管機関における当社に係る口座に外国株式等を記載または記録さ

れたお客さまは、当該現地保管機関における決済会社の口座に記載または記

録された数量に応じて、適用される準拠法の下で当該お客さまに与えられる

こととなる権利を取得します。 

(2) （省略） 

第 11 章 非課税上場株式等管理および非課税累積投資に関する約款 

第14条 （契約の解除） 

次の各号に該当したときは、それぞれに掲げる日にこの契約は解除されます。 

①～④ （現行通り） 

  ⑤（削除） 

第 15 条（合意管轄） 

 この約款に関するお客さまと当社との間の訴訟については、当社の本店また

は支店の所在地を管轄する裁判所の中から、当社が管轄裁判所を指定できるも

のとします。 

 

第 16 条（本約款の変更） 

この約款は、法令の変更または監督官庁の指示、その他の必要が生じたときに、

民法第 548 条の 4 の規定に基づき改定されることがあります。改定を行う旨

および改定後の規定の内容ならびにその効力発生時期は、効力発生時期が到来

するまでに店頭表示、インターネットまたはその他相当の方法により周知しま

す。 

第 11 章 非課税上場株式等管理および非課税累積投資に関する約款 

第 14 条 （契約の解除） 

次の各号に該当したときは、それぞれに掲げる日にこの契約は解除されます。 

①～④（省略） 

⑤ お客さまがこの約款の変更に同意されないとき 

 

（追加） 

 

 

 

 

（追加） 

第 12 章 未成年者口座および課税未成年者口座開設に関する約款 

第27条 （契約の解除） 

（現行どおり） 

①～④ （現行どおり） 

（削除） 

第 28 条（合意管轄） 

 この約款に関するお客さまと当社との間の訴訟については、当社の本店また

は支店の所在地を管轄する裁判所の中から、当社が管轄裁判所を指定できるも

のとします。 

第 29 条（本約款の変更） 

この約款は、法令の変更または監督官庁の指示、その他の必要が生じたとき

に、民法第 548 条の 4 の規定に基づき改定されることがあります。改定を行

う旨および改定後の規定の内容ならびにその効力発生時期は、効力発生時期

が到来するまでに店頭表示、インターネットまたはその他相当の方法により

周知します。 

附則 

成年年齢に係る令和元年税制改正に伴い、2023 年 1 月 1 日より、本文中の

「20 歳」を「18 歳」に、「19 歳」を「17 歳」に読み替えます。その場合、

2023 年 1 月 1 日時点で 19 歳、20 歳である者は同日に 18 歳を迎えたも

のとみなされます。 

第 12 章 未成年者口座および課税未成年者口座開設に関する約款 

第 27 条 （本契約の解除） 

（省略） 

①～⑤ （省略） 

⑥ お客さまがこの約款の変更に同意されないとき  当社の定める日 

 

（追加） 

 

 

 

（追加） 

 

第 13 章  オ ン ラ イ ン ・ ト レ ー ド 取 扱 約 款  

第1条～第17条 

（現行通り） 

第18条 （本約款の変更） 

本約款は、法令の変更または監督官庁の指示、その他必要が生じたときに、民

法第 548 条の 4 の規定に基づき改定されることがあります。改定を行う旨

および改定後の規定の内容ならびにその効力発生時期は、効力発生時期が到

来するまでに店頭表示、インターネットまたはその他相当の方法により周知

します。 

第 13 章 オンライン・トレード取扱約款 

第１条～第 17 条 

（省略） 

第 18 条 （本約款の変更） 

本約款は、法令の変更、監督官庁の指示または日本証券業協会が定める諸規則

の変更等により必要を生じたときに改定されることがあります。なお、改定の

内容が、お客さまの従来の権利を制限するもしくはお客さまに新たな義務を

課すものであるときは、その改定事項をご通知します。この場合、所定の期日

までに異議の申立てがないときは、約款の改定にご同意いただいたものとし

て取り扱います。 

投資信託定時定額買付取扱約款 

第 16 条 （約款の変更） 

本約款は、法令の変更または監督官庁の指示、その他必要が生じたときに、民

法第 548 条の 4 の規定に基づき改定されることがあります。改定を行う旨お

よび改定後の規定の内容ならびにその効力発生時期は、効力発生時期が到来す

るまでに店頭表示、インターネットまたはその他相当の方法により周知しま

す。 

投資信託定時定額買付取扱約款 

第 16 条（約款の変更）  

この約款集は、法令の変更、監督官庁の指示または日本証券業協会が定める諸規

則の変更等により必要が生じたときに改定されることがあります。なお、改定の

内容が、お客さまの従来の権利を制限するもしくはお客さまに新たな義務を課す

ものであるときは、その改定事項を通知します。この場合、所定の期日までに異

議の申出がないときは、その変更に同意したものとします。 


